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移民労働の問題によせて
鍛治邦雄
I. 
日本は，外国人労働者の受け入れ（労働市場の開放）に向って，いよい
よ新たな一歩を踏み出すことになった。昨年の11月末にビエンチャンの日
比首脳会談で基本合意された両国の自由貿易協定 (FreeTrade 
Agreement)のなかに， 日本にフィリピンからの看護師・介護福祉士の
受け入れを行うことが，合意内容の一部として含まれていることが明かに
なった！）。具体的には， 日本が， (1) 日本での看護師・介護福祉士の国
家資格取得を目指すフィリピン人について，フィリピン政府の選抜による
候補者の入国を認める (2) 日本での国家試験受験準備のための滞在期
間は，看護師で 3年，介護福祉士で4年までとするが，その期間内での関
連施設での就労を認める (3)資格取得後は， 3年ごとに在留資格を更
新しながら日本で就労が可能となるようにする，という主旨のものである。
日本が，対フィリピンと並行して進めている，東南アジア諸国連合
(ASEAN)全体やその個々の加盟国（タイ，マレーシア，インドネシア
など）との交渉では現在のところでは，この間題が主要議題の一つとは
なっていない。しかし， 日本の労働市場の自由化（開放）を求めるアジア
1)読売新聞2004年11月30日号．ほか各紙による。なお． 日本における外国人労働者
受け入れの現状と問題点については．中本博皓『グローバル化時代を迎えた日本経
済と外国人労働者政策 現状と課題』税務経理協会, 2001年を見よ。とりわけ．
第I章，第W章。
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諸国の要望は．フィリピンに限らず．根強いものがある。たとえば，タイ
のある研究者は． 日本社会の少子化高齢化が進めば．働き手世代の人口が
減少し．いずれは外国人労働者を受け入れざるをえなくなる．その際には，
タイの労働者を受け入れることが日・タイ両国に利益をもたらすと述べ，
日本政府に．外国人労働者が日本社会に合法的に居住し，就労できるよう
な制度を早急に設けることを求めている叫
アジア， とりわけ東南アジアの諸国が日本の労働市場の開放に期待を寄
せる背景には．それらの諸国に共通する国内事情が存在する。 1980年代．
90年代を通じて．東南アジア諸国は．世界の発展途上国のなかでも抜きん
出て高い経済成長率を達成したが．それにもかかわらず． というよりそれ
ゆえにかえって国内に過剰な労働人口を抱え込むことになった。その一部
が出稼ぎ移民労働者 (migrantworkers)として，外国での就労の機会を
利用している。つぎの表は．国際連合 (UnitedNations)の公式統計によ
って．それぞれの国からの出稼ぎ労働者の規模とその就労先の地域的分布
を示したものである。いわゆる不正規な移住者 (irregularmigration)の
就労の状況については，この表からは窺い知ることはできないが．それで
も．出稼ぎ移民労働者の規模が時期を逐って大きくなること．また．就労
地としてとび抜けて重要であった西アジアの地位が90年代に急激に低下し
ていることは十分に明かである。西アジアの産油国における建設ラッシュ
は, 1990年代に入ると衰えたと言われている。また, 1991年の湾岸戦争以
降はこの地域の社会に不安定さが増しており．東南アジア諸国の国外出稼
ぎ労働者にとって．西アジアは当てにしづらい就労地となりつつある。出
稼ぎ移民労働者の新たな就労地を求めて，東南アジア諸国は，アジアの数
少い「先進」国であり． きわめて閉鎖的な労働市場を持つ国， 日本に期待
をこめて注目し始めたのである。では． 日本を含めた「先進」国の労働市
場はその期待に応えることができるのであろうか。
2) サックダ・タニトクル「タイとのFTA—労働市場開放 両国に利益」読売新
聞2004年11月1日号。
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表：東南アジア各国の出稼ぎ移民（期間の年平均）
1975-79 1980-84 1985-89 1990-94 1995-99 
インドネシア
就 西アジア 73.7 64.9 78.0 57.7 38.5 
労 他のアジア 8.5 20.5 13.1 33.4 48.4 
地 アジア以外 17.8 14.6 8.9 8.9 13.1 
出国数 10,400 24,400 63,500 148,900 321,300 
フィリピン
就 西アジア 67.4 84.8 71.8 61.6 42.2 
労 他のアジア 17.7 11.2 22.5 30.6 39.4 
地 アジア以外 14.9 4.0 5.7 7.9 18.4 
出国数 42,400 274,000 353,900 471,000 562,000 
タイ
就 西アジア 75.5 81.7 72.4 24.4 8.9 
労 他のアジア 7.7 5.3 14.6 71.9 87.1 
地 アジア以外 16.9 13.l 13.0 3.7 4.0 
出国数 6,300 60,100 89,600 86,800 193,100 
単位は，出国数（人）就労地への分布（パーセント）
（出所） Department of Economic and Social Affairs, Population Division, Levels and 
Trends of International Migration to Selected Countries in Asia, United 
Nations, 2003, p.60, Table28より。
いわゆるグローバライゼーション (globalization) の時代の特徴の一つ
が，あらゆるものの国際的取引が，生産自体よりはるかに急速に増大して
行くなかで，世界的な経済発展がすすむことにあるとしても誤まりではあ
るまい。移動の自由 (mobility) が一つのキーワードであり，財であれ，
サービスであれ，資金であれ，移動の自由を妨げていた障壁がつぎつぎと
撤去されていき，それらのものの国を跨いだ取引が自由化され，飛躍的に
発展して行く。しかし，ヒト（雇用）にかんしては，この動きからは例外
的に立ち遅れていたのが実情であった。ヒトの移動の自由は，主に，観光
やビジネスや学術などの分野に限られ，雇用にかんしては，いくつかの国
で例外的に認められているのみであった。 1990年代末になって，「先進」
諸国でようやくこの厳しい国境管理を見直そうという動きが現れ始める。
理由は経済的必要であり， 自国の労働市場で供給が不足している種類の労
働を，国外からの調達で補充しようというのがその目的となっている。こ
の労働にたいする需要に墓づく外国人労働者の受け人れは，彼らのもたら
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す経済的利益を享受するためだけのものであり，それゆえに労働市場の開
放は，規制を伴う限定的なものとなるのが一般的である。では，いかなる
状況の下でこの形での労働市場の開放が進んでいるのであろうか。本稿で
は国際移住 (migration)のなかで，主として出稼ぎ移民労働を中心に
議論を進めることにしたい叫
人口工学 (demographicengineering) という注目すべき学問分野の提
唱者であるMyronWeinerは，先年逝去したが，その遺稿はMichaelS. 
Teitelbaumの手によって，二人の共著として刊行されている。その序文
のなかの，二十世紀後半における世界の人口動態の特徴を記述したくだり
で，国際移住 (internationalmigration)に関連して興味深い指摘がなさ
れている。まず，二十世紀は，人口が個人や地域社会や国家の安寧を覆す
点から，反ユートピア的な（社会）観の一部分とされることが多かったが，
冷戦後の世界でまたもや混乱をもたらす潜在的な源泉として立ち現れてい
るとのべ，人口動態と国家や人的集団の安全との係わりの深化がつぎのよ
うに概括されている。
第二次大戦後の西側諸国の多くでは戦争直後の「ベビーブーム」が生
む変動を経つつ，出生率が急速に低下し， 1930年代の危機的状況が再現し
ている。他方，途上国（とりわけ旧植民地国）では，高い出生率が続いて，
世界人口を急激に増加させつつ，その地域的な偏在を生じさせている。こ
の間に，援助を要する難民の数は急増し，海外から低出生率諸国への入移
民は（一時的な変動はあっても）増加を続けている。また，人口は今や国
家や政治活動の主体の行動の領域にも姿を見せて，諸国家間で， また，政
治主体間で，互いに相手より優位に立っためや，現状を守ろうとするため
3)移住にはさまざまな形のものが含まれる。とりわけ，大きな数をしめるのが難民
(refugee)である。近年，難民について数多くの報告・調査・研究が行われ．その
問題の重要性が指摘されている。たとえば．羽場久混子『拡大ヨーロッパの挑戦
アメリカに並ぶ多元的パワーとなるか』中公新書. 2004年，第4章は．ヨーロ
ッパ統合の進展のなかで生じている移民・難民問題の深刻さを明かにしている。
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の行動の手段となりつつある。さらに地球規模での人口増加や．地域的
な人口集中や．人間の移住の大きさが，政治や安全保障の領域で新たな課
題を生じさせる。とりわけ．国際移住にかんしてはこれらの点が明瞭であ
り国境に向っての大規模な国際移民の移動は．国家にとって安全保障上
の脅威と映り，入国管理を忽せにしないことが，国家主権の中心課題とな
る。そして． どの国家も，望ましくない移民を制限するために．さまざま
な新しい手段（一方的な二国間での，あるいは多国間の）を模索するこ
とになる 4)。
ここには．二十世紀後半の世界では．国際移住は増加のすう勢にあり．
政争や国家間の競争の具ともなり，何よりも安全保障上の課題として．国
家による管理が強められつつある． という見方が明快に示されている。人
口工学においては国家による移民管理が重要なテーマの一つとなるのは
当然のことと言えよう。
では．経済学においては国際移住はどのように扱われるであろうか。
原理的には．生産要素としての移民労働がもたらす効率性の問題として考
察される。移民労働により生産要素（資源）のより適正な配置が実現し．
生産性が上昇する。消費者にとってはコストの削減が，雇用者にとっては
利潤の増加が実現し，社会全体としての利益 (benefits) はこの限りで増
大することになる。生産と交換に焦点を合わせた単純な経済モデルを基に
すれば． ヒトの移動は．資本の移動と同様に．生産要素の供給の地域的な
過不足を解消させるのであり．国境をはじめとする，労働の自由な国際的
移動にたいする障碍のない世界では．移住は世界全体にとってより大きな
幸福をもたらすものとなる。
ところで．この結論を導き出す理論にとって．移民労働は．移動先での
需要に応えうる一定の質をもち． 自らの本国での賃金水準が移動先での賃
金水準より十分に低いという条件さえ満たせばよい。言いかえれば．労働
4) Myron Weiner and Michael S.Teitelbaum. Political Demography, Demongraphic 
Engineering, Berghahn Books. 2001, pp.IX -XL 
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を供給する側である移住者が．合法的に入国しているか．入国先での就労
許可を得ているかなどの問題は，理論の展開とは直接のかかわりのない外
部の事情 (externalities)にすぎない。移民労働の経済学は，それがもた
らす大きな効果を結論づけるが，他方，人口工学は．国家による入移民管
理の強化を重視する。より自由な移動とより厳しい規制，この矛盾は，不
法入国や不法就労などの不正規移住 (irregularmigration)の形で解決さ
れることになる。実際に，この二十年あまり，西側の「先進」諸国をはじ
め世界の各地で，国境を越す人数の増加と各国政府の入国管理の強化が，
各国の移住法 (migrationlaw)にたいする侵犯の増加を生み出すという
結果をもたらしている。
Bil JordanとFranckDiivellは，移民労働のもたらす利益 (benefits) と
国家の移民管理の関係について，つぎのような指摘を行っている。
諸国家が移住を制限する理由は，さかのぽれば，世界経済の単純化さ
れたモデルでは考慮に入れられなかった諸要因にたどりつくことにな
る。現実の世界では，資本を所有する者もいるし，所有しない者もいる，
多くの技能を身につけた者もいるし，少ししか身につけていない者もい
る。それにくわえて．集合的な賎が存在し，それらは地域や国家の住民
のあいだで共同に利用されている。移動の自由から生じる利得は，諸個
人のあいだで，また．諸集団のあいだで平等には配分されない—勝者
と同じく敗者が存在する。諸個人が，自分にとって有利になる場合にの
み移動することを選択するのとちょうど同じように，諸国家は．移動の
自由の利益を自国民のために確保し，費用を回避しようとする。グロー
バライズされた経済的環境のなかでは不平等はさらに拡大していき，
個人のなかに，より大きな移動の自由から巨大な利得をあげることので
きる者がいたり，生産的な資源や技能をひきつけ，公共のインフラスト
ラクチュアを保護する諸方策を成功させた国々があったりすることにな
る5)0
5) Bil Jordan and Franck Divel, Irregular Migration―The Dilemmas of 
Transnational Mobility, Edward Elgar, 2002, p.3. 
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厳密に言えば，「単純化されたモデル」でも，所得の分配がいっそう偏
る結果となることは証明されている 6)。そのことは別として，ここで
JordanとDiivellは，移民規制を，移動の自由がもたらす利益の配分や，移
動と集合賎・公共賎の利用の関係や，移動の自由を自国民に有利に用いよ
うとする国家の戦略などと結びつけて考えようとしている。それらを手が
かりに移動の自由と移民管理の矛盾についてさらに検討を進めることに
しよう。
I. 
「生産と交換の単純なモデル」によれば．移民労働者の雇用は所得の不
平等をいっそう拡大する。また．このモデルにとっては外部的なものでは
あっても，移民労働者の存在が．社会的サービスや公共的施設の利用（集
合賎・ 公共賎などの共有を含めて）などのさまざまな社会的費用を生じさ
せる。かっては，これらの問題の処理に当たるのは国家（およびその一分
肢としての地方自治体）であると考えられていた。自らに属する市民
(citizen)のために必要なかぎりで所得の再分配を行い．公共賎・サー
ビスの提供に責任を持ち，そのために要する社会的費用の適切な分担を図
るなど．国家には，調停者・仲介者としての積極的な役割が期待された。
いわゆる福祉国家の正当性は，その調停・仲介の公正さと合理性 (fairness
and rationality)に基づくものであった。そして．一国内で調停・仲介に
より市民間の安定と調和を実現しうるかぎりで．国家は全市民を代表して
対外的活動を行い．全市民に最大の利益をもたらすことを目指し行動する
とされた。一国内での分配的正義や実質的平等を主張する理論が，調停・
仲介の守るべき原則や手続きを提示し，いくつかの政治経済学が，国家の
経済的力能の現実性を主張して，結果的に国家の調停者・仲介者の役割
6) George J. Borjas, "The Economic Benefits from Immigration," Journal of 
Economic Perspectives, Spring 1995, p.10--1. 
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や福祉国家という考え方の下支えとなった。前者の秀れた代表がJ.Rawls 
の正義論であり圧後者の，明快な論理で知られる一例がレギュラシオン
理論である 8)と言うこともできよう。
このような国家の役割を前提とすれば，移民労働の経済的利益と移民管
理の問題の解決方向は明確である。所得の再分配や社会的費用の分担に調
停しがたい対立を生じさせないかぎりで，全国民の利益を増加させる移民
労働を受け入れて，逆に，調和を破壊する可能性の高いものは排除すると
いうことになる。国民の合意するかぎりでの計画的・選択的な移民労働の
導入というのが， 1960年代までの高度成長期，即ち，福祉国家の実現が可
能であると信じることのできた時期における「先進」諸国の多くが採った
移民管理の原則であった。
1970年代をはさんで， 1980年代以降には事情がすっかり変わった。「先進」
諸国における高度経済成長が終わったのであり，「長期不況」の影におび
えつつ，「先進」諸国は経済のたて直しに努めることになった。国家は，
それまで担っていた（と思われた）公正で合理的な調停者・仲介者として
の役割を続けるための基盤を失ってしまった。所得の再分配や社会的費用
の分担の問題で，国家が持つと期待された経済的力能は，高度経済成長が
生み出す大きな所得の伸びの下でという条件つきのものにすぎないことが
明らかとなった。何よりも市場のルールと「個人責任」に基づいて， とい
う時代が本格的に始まった。
JordanとDiivellはこの点を確認して，つぎのようにのべている。
私たちの分析は，世界の経済システムが基礎を置く，生産と交換のミ
7) J. Rawlsの初期の正義論については．川本隆史『現代倫理学の冒険—社会理論
のネットワーキングヘ』創文社， 1995年， 25-33ページが明快に要約を行っている。
同『ロールズー一正義の原理』（現代思想の冒険者たち23)講談社, 1997年．第2
-4章も参照せよ。
8) 1980年代になって．若森章孝・山田鋭夫らによって日本への紹介が進められた。
山田鋭夫『レギュラシオン理論~ 講談社現代新書, 1993年がこの
理論について簡潔で要を得た解説を行っている。
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クロ経済学にとっては移動の自由が基本であるという考えから始まる
が， しかし．この考えは，福祉と分配的正義の経済学の基礎となってい
るメンバーシップの考えとは緊張関係にある。この緊張関係は戦後の時
期には姿を隠していた。そのときには．社会は経済システムに照応して
いるという認識や．メンバーたちがそのシステムの内部では相互的な関
係で相互に結びつきあっているという認識が信頼を保ちえていた。統合
された世界経済では，隠しようもないことだが．国民国家は正義のため
に再分配政策を実行するという力を弱めているのである。それは．市民
たちが貯蓄を国外へ移そうとしたり，企業が国内に投資しないことを選
ぽうとしたりするのではないかというおそれがあるからである。
「生産と交換の単純なモデル」の絶対化によって，より高い効率性を実
現するためにあらゆる組織が変質を迫られる。市場の諸力にたいして閉
じられ保護されていた組織は．開放され．移動の自由を基本とする市場の
ルールを受け容れることになる。国家とて例外ではない。自由貿易にたい
する障壁の除去．資本市場の自由化．公共部門の経営や所有の民間移転と
並んで．労働市場の規制緩和と対外開放がすすめられていく。それまでは
国家として一つのまとまりを保っていた社会の創造的破壊 (creative
destruction)が進行しつつあるといっても過言ではない。
時を同じくして, 1980年代に分配的正義を主張する政治哲学や，国家
の経済的力能を根拠づける政治経済学のいくつかが破綻していった。 J.
Rawlsの誠実な努力にもかかわらず．公準たる原初状態から出発し．演繹
的に論理を展開して， リベラリズムの諸原則に基づく社会選択の理論とし
て正義論を構成しようとする試みは，失敗に終った9)。労使の協調を前提
に国内での高い生産性の実現と大きな所得の伸びを生む資本蓄積方式を
9)小島寛之『確率的発想汰 数学を日常に活かす』 NHKプックス,2004年,182 
-3ペー ジ。しかし．小島は,J. Rawls自身がその正義論の哲学的正当化までも放棄
したことを残念がっている。この点については．川本隆史『ロールズ＿正義の原
理』前掲．第6章をも参照せよ。
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解明したレギュラシオン理論では，現実の経済を説明できなくなった10¥
国家は，調停者・仲介者としての役割を正当化する理論的な支えも失いつ
つある。
「先進」諸国では，二十一世紀に入り，外国人労働者の受け入れが進み
つつある。外国人出稼ぎ労働者計画 (migrantworker programmes) を
はじめとする公式の受け入れ政策の実施は，数知れない不正規移住
(irregular migration) によって補われつつ，確実に労働市場の開放をお
し進めている。移動の自由の拡大がもたらす結果への対応は，それに反し
て立ち遅れたままであり，所得分配の不平等はひろがり，社会的費用の負
担の問題は解決にはほど遠い11)。結局のところ，出稼ぎ移民労働者を含め
て移住者にたいするガバナンスは未解決の課題となっている。
移住者にたいするガバナンスをめぐる議論を， JordanとDiivellは，四つ
の見方におおまかに分類している。
(1) より強い国民的主権の必要性を強調するもの—国民国家
(nation state)は依然として，安全とメンバーシップと社会的正
義にとって， もっとも実行力をもちうるシステムである。したが
って，国境管理は国際的秩序の必要な一部である。移民流入は，
市民社会の混乱をひきおこしつつ，集合的インフラストラクチャ
ーを壊滅させ，環境を荒廃させ，文化を破壊する。そのような管
．理なしでは， どの国家も，自国市民に包括的な平等と正義を提供
する気にはならない。そんなことをすれば，各国が近隣の諸国に
10)レギュラシオン派と見られる人々が，グローバライゼーション下での新たな資本
蓄積メカニズムの解明を断念したわけではない。たとえば， RobertBoyer, "The 
Political in the Era of Globalization and Finance : Focus on Some Regulation 
School Research," International Journal of Urban and Regional Research, June 
2000, pp,275-322. 
11) Eric Weinsteinは現行の出稼ぎ移民労働者計画 (migrantworker programmes) 
の持つ欠陥について詳しい検討を行っている。 "Migrationfor the benefit of al : 
Towards a new paradigm for economic immigration," International Labour 
Review, Vol.141 (2002) No.3, pp.228-237. 
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自国の貧困者を投げ捨て．犯罪者を押しつけることができるであ
ろうから。この見地からすれば，許可を受けない入移民は実質的
な犯罪者である。大量の移住は戦争行為に当たると主張する者さ
えある。
(2) より有効な国際的統治の必要性を強調するもの—グローバル
な経済統合は．金融的安定をかじ取りし．成長をなし遂げ．貧困
を予防するうえで．国際機構により強い役割を求める。国際通貨
基金．世界銀行および世界貿易機構のような機関は．これらの目
標を最高に達成しうる構造的な環境を示すことができる。移住は
「外部性」．すなわち，経済主体が．「頭脳流出」や密集のような
活動を行っても．それにより損失を蒙る人々にたいして補償を行
わないことから生じる費用を含んでいるかぎり．やっかいである。
したがって．国際移住機構のような機関が人口の移動の管理のた
めのシステムで重要な役割を果たすことができる。
(3) メンバーシップの新しいシステムの出現を強調するもの一移
動を可能にする新しい諸手段や．新しい組織上の境界線は．既存
の政治的共同社会のもつ妥当性の低下をもたらしている。移住の
流れが増大していることから．各レベルの政治的機関の適切な役
割．規模およぴ構成を再評価する必要のあることが明らかとなっ
た。したがって．問題は，住民の移動の自由よりはむしろ．既存
の管轄権の形態にある。住民の移動の自由が集合賎提供における
効率性の改善をおし進めるであろうから．移住は，実際には．政
治的変質の手段となり．全ての人々を助けてグローバライゼーシ
ョンから利益を受けられるようにすることであろう。
(4) 新しい傷つき易さと社会的保護の必要性を強調するもの一不
平等と貧困の世界的な増大によって．福祉国家に代わる社会的正
義のための新しい制度的仕組が必要となっている。これには．移
動の自由の増大を考慮に入れた分配と提供のシステムが含まれな
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ければならない。移住の加速は警告であり，メンバーシップのシ
ステムの動揺と権利侵害の強まりが，とりわけ，途上国において
存在することを告げている12)。
JordanとDiivellは，移住についての夫々の考え方が，グローバライゼー
ションの本質と意味の受けとめ方の違いをも表していると指摘している。
(1)の立場が，オーストラリア，オランダ，デンマークのようなさま
ざまな国家の政策に強く影響しており， (2)の立場が，ワシントン・
コンセンサスやその修正版（「人間の顔をしたグローバライゼーション」）
に反映されているとのべたあと， とくに (3) と (4)の立場について，
第三のもの（「フィスカル・フェデラリズムやクラブの経済論」）は理
論的分析から引き出される。それは，世界中で財政や公共サービスの変
質に影響をあたえ，サービス取引にかんする一般協定 (GATS)の諸提
案を下支えしている。第四のもの（「国民を越える倫理」）は，国際的な
非政府組織 (NGOs)の運動のなかに広がっている13)。
と解説をくわえている。
1960年代まで，とりあえずは移民労働の問題に対処していた，福祉国家
に代表される国民国家が，一方ではその能力が仮りのものでしかなかった
ことを露呈し，他方では一国の内部での解決ではすまない事態に直面して，
移住者にたいするガバナンスに悩まされる結果となった。「労働市場の開
放」は，その場その場の状況次第，いわば成り行き任せで進行しつつある。
課題は何か，誰がどんな役割を果たすのか，模索は始まったばかりである14¥
早急に，そして，けして浮き足立つことなく問題にとり組むことが求めら
れているといえよう。
12) Bil Jordan and Franck Divel, Migration-The Boundaries of Equality and 
Justice, Polity, 2003, pp.1-3. 
13) ibid, p.3. 
14)宮島喬『ヨーロッパ市民の誕生＿開かれたシティズンシップヘ＿』岩波新書．
2004年は．これらの問題にたいする一つの解決方向を掲示している。
＊本論文は,2003年度商学部共同研究費による研究成果の一部である。
